
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度
　不在時の緊急連絡先をデーターベース化した。

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ（人）
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　65歳以上のひとり暮らし及び高齢者
のみで構成する世帯

265（人）

　平成２１年度

744

202（人）

　平成２６年度

3,681

180（人）

　平成２４年度

2,829

10,531

2,829

　ひとり暮らし・高齢者のみ世帯の、日常生活における不安
の解消が求められている。

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

２－１事務事業の
実施における基本
認識

１－３総合計画に
おける施策の体系

　不在時の再配布及び緊急連絡先体制を再確認した。

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み
　宅配申請者に対し、サービスの提供がスムーズに行なわ
れるよう指示した。

　利用者と直接接する業者との連絡を密にし、極力利用者状況を把握するように努めた。

評価票作成者

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

１－５事務事業の
内容

206（人）

2,829

　不在時の再配布及び緊急連絡先体制を再確認した。

　宅配給食サービス利用者（人）

事務事業成果指標名

　平成１８年度

228（人）

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

市民ニーズの認識

　対象世帯の高齢者に対し昼食・夕食を宅配する。
　宅配給食事業者の確保、利用者の調整及び安否確認事務を行なう。

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

コード  2―2―2―2

コード 2―2―2　高齢者福祉

　介護予防・生活支援サービスの充実

高齢者担当係長　原田一也

宅配給食サービス事業

高齢者係健康福祉部

保健福祉

「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」

　⑤単位施策(小）

　ひとり暮らし・高齢者のみで構成される世帯の高齢者に対しに給食を宅配することにより、安否確認と良い栄養状態維持を促
し、介護予防につなげる。

社会福祉 コード 2―2―2―2―2　在宅福祉サービスの充実

　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２２年度

後期目標値(単位)

　自費購入した場合の情報収集をして、CM及び窓口での相談
支援した。

300（人）

指標の説明

　ひとり暮らし高齢者・高齢者世帯名簿により目標の設定を表す。平成１８年度から毎年3％ずつ
伸びるよう目標を設定した。

　申請者が不在時の事前連絡をすることが、必要事項とな
る。

　申請事項の「手渡し」に、受け取るよう指導が必要。

前期目標値(単位)

832

4,4254,658

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

　平成２７年度　平成２５年度

7,702 7,207 4,289 3,826

　平成２３年度

224（人）

当たり

10,036 7,118

1人当たり　46.2 １人当たり　44.8 １人当たり　34.6 １人当たり　23.1 当たり   24.6 当たり

a:宅配給食利用者数
b:宅配給食に要した経費　　3.1.2.1　 3,681,000
c:申請受付・利用調節に費やした日数月5日×4H×１２ヶ月×3,100円＝744,000

　宅配給食サービス事業の理解とサービスの円滑な利用方法の周知徹底。

　食の自立が安否確認を上回る目的となっていく。

　ヤクルト等の安否確認事業との重複は対象からはずす必要がある。

　栄養改善の目的が、安否確認の手段になっている。

当たり当たり 当たり

高齢者福祉課 係



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　継続して事業を進めること。ただし、受益者負担の適正化を考慮すること。

　更なる制度の利用者促進に努めること。

結果

Ｂ

　継続して事業を進めること。ただし、受益者負担の適正化を考慮すること。

Ｂ

　継続して事業を進めること。ただし、受益者負担の適正化を考慮すること。

Ａ

Ａ

〃 　更なるサービスの必要性・有効性の検討が必要。

　安否確認と食の自立の目的を明確にする。

審査会による改善方向の指示

〃

　配達費分を市補助額とした。 　手渡しできないとの連絡の調査を高齢者福祉課で行った。

４－１総合評価の
結果

指標対応実
績（単位)

228 224 206

　コスト減少への方策を講じ、受益者負担の適正化に考慮しつつ促進を図ること。

　材料費、加工費分の本人負担。配達費分の市補助の区分の
明確化を行い、補助額を検討する。

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

76.00 74.70 68.70

Ａ

67.33

　平成２１年度 　平成２２年度

　平成２１年度 　平成２２年度

60.0

　平成２４年度

３－1　評価結果
(アウトカム自己
分析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ｂ ＢＢ

202

Ａ

事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　宅配事業者と利用者間の調整を円滑に行うよう対応した。

Ａ

３－２評価の内容

〃

　加速化する高齢社会において、サービスの必要性・有効
性の検討が必要。

今後の環境変化を踏まえた課題認識

　現在安否確認事業を各種展開し、複層的にひとし暮らし高齢者の安否確認をしている。しかし、サービスの効率化と実効性がある面では相反関係にあるため、有効性に運用できているか検討してい
きたい。

　更なるサービスの必要性・有効性の検討が必要。

　20年度補助額を配送費のみに変更する。

次年度に向けて改善する取組み

　平成２５年度 　平成２６年度

180

　平成２３年度 　平成２６年度

　平成２４年度

　平成２７年度　平成２５年度

　平成２７年度　平成２３年度


